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米国の沖合漁場の資源管理　その2

漁獲に関する知識を持っている者であり、沿
岸州の知事が作成した名簿から任命される。
知事は名簿を作成するときに、州の漁業と遊
漁の利益を代表する者の意見を求めなければ
ならない。議決権のある委員の半数以上は③
の委員である。

1　資源管理の根拠法制定後
米国の水産資源管理の根拠法であるマグナソ

ン=スティーブンス漁業保全管理法（Magnuson-
Stevens Fishery Conservation and Management 

Act、以下「MSA法」）は、1976年に制定された。
同法は、海岸線から３海里から200海里の水域
（後に排他的経済水域、以下「EEZ」）を連邦政府
の管轄と定め、この水域の水産資源を商務省
が統制することとした。制定当時は外国船の
米国沖合からの排除を目指したものだった。
しかし、その後、米国漁船の大規模化などに
より、水産資源は外国船を追い出した後も回
復しなかった。環境保全・保護を目指す人々
は漁獲規制が不十分であると声高に主張した。

2　水産資源管理委員会の委員構成
特に批判の対象となったのは水産資源管理

委員会である。同委員会は、MSA法により米
国のEEZ内の８水域に設置され、地域ごとに
水産資源管理計画を策定する役割を持つ。その
計画を商務長官（実際は、商務省海洋大気庁海
洋資源局（National Marine Fisheries Service、以

下「海洋資源局」））が国家基準に照らして審査、
認可する。
水産資源管理委員会は、議決権のある委員

と議決権のない委員から構成される。議決権
のある委員は、①沿岸州の知事が指名した州
職員、②海洋資源局の地方支部長かその指名
を受けた者、③商務長官が任命した者のいず
れかである。③の委員は、科学的専門知識か
訓練を受けていて、当該地域の水産資源の資
源管理保全、もしくは漁業ないし遊漁による

① 保存管理措置は、国内の各漁業における最適生産量を長
期的に達成しながら、過剰漁獲を防止するものでなくてはな
らない。

② 保存管理措置は、入手可能な最良の科学的情報に基づく
ものでなければならない。

③ 可能な限り、個々の魚種の資源は、生息域全体を1つの構
成単位として管理されなければならない。また相互に関連す
る複数の魚種の資源は、1つの単位として、あるいは密接
な連携の下に管理されなければならない。

④ 保存管理措置は、異なる州の住民の間に差別的な扱いを
してはならない。国内のさまざまな立場の漁業者に漁業を行
う権利を付与することが必要になった場合においては、この
ような権利の付与は、
A） すべての漁業者に対して公正、平等なものでなければな
らない。
B） 保存措置が促進されるよう適切に計算されたものでなけ
ればならない。

C） 特定の個人、企業や団体が、過剰な権利を獲得しないよ
うな方法によって行われなければならない。

⑤ 保存管理措置は、可能な限り、効率的に漁業資源を利用
することを考慮しなければならない。ただし、経済的割当が
保存管理措置の唯一の目的であってはならない。

⑥ 保存管理措置は、漁業、漁業資源、漁獲量の変動や不測
性を考慮に入れたものでなくてはならない。

⑦ 保存管理措置は、可能な限り、費用を最小に抑え、不必要
な重複を避けたものでなくてはならない。

⑧ 保存管理措置は、この法律の保存規定（過剰漁獲の防止お
よび枯渇魚種の回復を含む）との整合性を確保しつつ、第2
項の要件に合致した経済的、社会的情報を活用することに
より、A）漁業コミュニティの継続的な参加を可能とするとと
もに、B）可能な範囲で漁業コミュニティに与える経済的悪
影響を最小限に抑えるため、漁業コミュニティにとっての漁
業資源の重要性を考慮したものでなくてはならない。

⑨ 保存管理措置は、可能な限り、A）混獲を最小限に抑えるも
のでなければならない。B）混獲が避けられない場合におい
ては、混獲による死亡率を最小限に抑えるものでなければ
ならない。

⑩ 保存管理措置は、可能な限り、海上における人命の安全
性を高めるものでなければならない。

資料  日本貿易振興機構農林水産部（2010）
（注） 1 　⑧～⑩は、1996年の改正時に追加された。
 2 　漁業コミュニティについて、本稿では水産資源に依存する共同

体（fi shing communities）と呼んでいる。

第1表　 資源保全管理のための国家基準
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3　国家基準 1の解釈
水産資源管理委員会では、科学者と漁業者が

漁獲規制の必要性、水産資源管理の方法などで
しばしば対立した。特に、国家基準１（National 
Standard1）の「最適生産量」（the optimum yield）
の解釈をめぐる論争が続いた（第１表）。
すでに海洋資源局は、国家基準１の指針を

77年に策定していたが、同局は83年、89年と
指針を修正した

（注1）
。

89年の修正は、各水産資源管理委員会に過
剰漁獲の定義を行い、過剰漁獲された魚種・
魚群の回復計画を立てることを求めるものだ
った。このような措置にもかかわらず、環境
保護を主張する人々から海の水産動植物の状
況は改善していないという批判が続いた。ま
た、より安定的で十分な漁獲高を上げるため
に長期的な計画を立てることが必要という考
えもあり、連邦議会でMSA法の改正が議論さ
れた。この結果、96年にMSA法は改正された。

4　96年の改正
96年の改正では、国家基準に新たな３つの

規範が追加された。国家基準８は、過剰漁獲
防止や過剰漁獲魚種・魚群の回復のための計
画は、水産資源に依存する共同体（fishing 
communities）への経済的な悪影響を最小限に
止めるものであることを求めており、資源回
復と社会経済の安定性の均衡が意図されてい
る。国家基準９は、資源管理の対象となって
いる魚種・魚群だけでなく、混獲

（注2）
を避けるこ

と、それが不可能な場合は、混獲による死亡
率を抑えることが要求されている。国家基準

10は、海上での安全性を向上させることが求
められている。
また、改正により、商務長官は水産資源の

状況について議会と各水産資源管理委員会に
毎年報告することが義務付けられた。これに
加えて、過剰漁獲された魚種・魚群について
水産資源管理計画（その修正、あるいは漁業規
則）は10年以内に回復させることを目指したも
のにすることが定められた。その進捗を商務
長官が２年を超えない期間で再調査し、資源
回復に向けた進展がみられない場合、商務長
官は統制権限のある水産資源（回遊魚）につい
て計画修正し、そうでない水産資源について
は該当する水産資源管理委員会に直ちに通知
し、さらなる措置をとることを勧告すること
が義務付けられた。

5　漁業者の認識
過剰漁獲された魚種・魚群を回復させる期

間が10年という縛りがあることは、漁業者に
とって現実的ではなかった。漁業者は、経験
から魚種・魚群は自然の周期で来遊し、自然
の恵みをもたらすこともあれば、一転して減
少することもあると知っていた。魚種ごとに
回復にかかる時間も違うという認識もあった。
そのため、一律で硬直的な管理の在り方への
疑問が多くなされた。その一方で、水産資源
管理計画は過剰漁獲を抑えていないという不
満が環境保護を主張する人々からは根強く出
された。このような状況からMSA法の見直し
の議論が再浮上することとなった。

（注 1）指針に強制力はない。
（注 2）混獲とは、水産資源を漁獲する行為によって
水揚げされるが、販売されることも、個人に利用
目的で保持されることもない水産動植物を意味す
る。また、経済的に価値がなく廃棄される水産動
植物、漁業規則により保持することを禁じられて
いるために廃棄される水産動植物も含まれる。
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